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21世紀、住民参加の改革が始まる
－市町村合併が、地域共同体の未来を拓く－
山梨経済同友会
平成13年9月
1． まじめな首長さんは本当に悩んでいる！
山梨県のある首長さんに登場してもらいます。
　「今、地域は少子・高齢化が進行している。高齢者を意識したサービス提
供を行わなければならない。でも、少子・高齢化では、税収は減っている。
多様で良質なサービス提供の要望と税収の確保といった矛盾した二つの課題
に自治体は取り組まなければならない。自分の自治体の借金はどんどん増え
ている。少し前なら、国がさまざまな補助で支援してくれたのに…」
この首長さんだけではなく、地域を真面目に考えている人々は、21世紀初頭
のこの時期、地域衰退に向かうのか、それとも新しい地域発展に向かうのかの
瀦戸際だと感じているでしょう。
　実際に、国による財政支援は今後期待できません。地方自治体への補助金の
一つである地方交付税交付金の削減が強調されています。国と地方の借金は、
約666兆円（2001年度末）。一人当たり約555万円、四人家族では一世帯当たり約2，220万円となります。
　市町村は、これまでもさまざまな努力を行っています。しかし、その枠組み
自体が変化すれば、努力にも眼界があります。国と地方の財政の極度の悪化で
す。税金を上げることやサービスを低下させることも選択の一つです。しかし、
とくに自主財源が低い地域は、高齢化が進行し、どちらの選択も採用できませ
ん。なぜならば、年金生活者から高額な税金を徴収することはできないし、逆
に介護福祉をはじめ高度なサービス供給への要望は高まってきているからで
す。
　市町村の状況は、すでに悲惨な状況です。極端な例をだせば、借金である地
方債の返済額（公債費・一人当たり）が、自治体独自の財源である地方税額（一
人当たり）を超えている自治体は、牧丘町、三富村、大和村、芦川村、三珠町、
六郷町、下部町、鰍沢町、中富町、早川町、身延町、芦安村、明野村、白州町、
武川村、秋山村、道志村、足和田村、小菅村、丹波山村、20町村です（下線は、
一人当たりの返済額が、一人当たりの地方税額の2倍以上となっている町村）。
これに類する町村も多くみられます（山梨県『平成10年度　頸似団体別市町村
財政指数表（平成11年度版）』2000年）。
　解決法として、市町村合併があります。2005年までは特例法が適用されます。
住民の参加によって議論するとすれば、今がチャンス。合併をしないとすれば、
住民も痛みを分かち合うというレベルを超えて、むしろ過疎地域では町村によ
るサービス自体がなりたたなくなるでしょう。
山梨県人口段階別の財政規模
	
	
	～1千人
	1千人～5千人
	5千人～1万人
	1万人～2万人
	2万人～3万人
	3万人～5万人
	5万人～10万人
	10万人～

	市
	市数
	
	
	
	
	1
	4
	1
	1

	
	自主財源比率
	
	
	
	
	36,04
	44,70
	50,78
	67,54

	
	歳出総額　（百万円）
	
	
	
	
	11，287
	13，803
	18，480
	66，961

	
	人件費／人口（万円）
	
	
	
	
	85
	88
	63
	66

	
	公債責／人口（万円）
	
	
	
	
	41
	47
	28
	65

	町村
	町村数
	3
	22
	16
	13
	2
	1
	
	

	
	自主財源比率
	20,38
	32,56
	40,22
	45,43
	50,34
	51,25
	
	

	
	歳出総額　（百万円）
	1，271
	2，529
	4，284
	5，365
	9，823
	9，378
	
	

	
	人件責／人口（万円）
	353
	154
	100
	66
	71
	49
	
	

	
	公債責／人口（万円）
	235
	138
	79
	45
	39
	37
	
	


平成10年度普通会計決算から作成
　注：例えば、人口3万人－5万人の自治体では、一世帯公債費は188万円、人
件費352万円であるのに対して、たとえば1千人－5千人の自治体では、一世帯
公債費は552万円、人件費616万円である。これらの自治体では、公債費では一世帯当たり364万円、人件費では264万円の差がある。地方交付税の相違により、
それぞれの世帯の負担の実質の相違とはいえない。しかし、規模の小さい自治
体の方が、借金が多くあること、税金がより投入されていることは事実である。
なお、一世帝を4人家族として計算している。
2． この時期を逃したら危機脱出は困難
－反対する人は合併以外のどのような解決策があるか提示を－
今度は別の首長さんに登場してもらいましょう。
　「地方財政は悪化するなかで、サービスを提供しなければならない。しかし、
国からの援助は期待できない。だから、合併しかない。今なら合併特例法があ
り、普通交付税を10年間保障したり、議員定数の例外を認めている。経費削
減など合併後すぐにできないこと、議員定数の影響を受ける議員に配慮した
ものだ。反対派や慎重派は、むしろ弟にするものだ。もし、他の路線がある
とすれば、積極的に提案すべきだ。この特例法も2005年3月まで、事務手続
上合併するならば、今年が正念場。いまこそ住民とともに議論しなければ…」
　消極的な見解や批判的な見解を持つ方々は、なんら選択肢を示していません。
本年2月に南巨摩郡南部町と富沢町の両町長によって合備にむけて動きだそう
とした際、「富沢町議会からの『時期尚早』の声で協議会設置は棚上げ」されま
した（山梨日日新聞2001年5月28日付）＊。
　議会議員は、たしかに合併に対して消極的だといわれています。それぞれが
代表する地区の利害が通りにくくなること、住民がまだ知らない、ということ
を主張します。議会議員の数は合併によって減少します。そこの不安を感じて
いる議員もいることでしょう。しかし、議員が地域に責任を持つならば、この
財政状況の時期、住民とともにこの危機を乗りきる積極的な提言をまとめあげ
ることでしょう。既得権に固勤しないとすれば、合併以外どのような選択肢が
あるのでしょうか。
　今議論しなければならない理由は、財政危機の深刻さだけではありません。
合併特例法による優遇措置が、2005年までとなっていて、この措置を活用する
とすれば、本年が「議論を具体化させる正念場」の年となります（総務省）。合
餅に必要な制度である合併協議会設置から合僻まで少なくとも2－3年必要
で、その協議会までも時間がかかるからです。
　＊その後、富沢町議会は、南部町が身延町との合併を優先させる意向を示し
たことで、急遽合併協議会の設置を急いだ。
　市町村の自主的な合併が円滑に行われるよう、さまぎまな支援策が用意され
ています。
1．合併後のまちづくりを手厚い財政措置で支援します。
　合併直後の市町村では、地域間の道路整備や住民サービスのための施設整
備、格差是正のための施設整備など新たなまちづくりのために多額の経費を
要します。これを支援するため、財政上の手厚い特例措置が設けられていま
す。
2．合併後の財源を保障します。
　合併すると、スケールメリットによりさまざまな経費が節約されますが、
合併後直ちに節減できるものではありません。このため、合備後一定の期間、
合備前の財源を保障しています。
3．議員の定数・任期の特例があります。
　旧市町村の住民の意見を反映しやすくするため、合併後一定の期間、旧市
町村の議員がそのまま新市町村でも議員でいることができたり、定数の特別
枠を設置することができる特例が設けられています。
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出所：総務省資料（抜粋）
注：合併が行われた日の属する年度及びこれに続く10年度について、合併前の合算額を下らないように算定し、その後5年度については段階的に増加額を縮減する。
3． 住民が参加できるはじめての改革
－日本初・民主主義の壮大な実験－
　首長さんは財政危機を視野に入れながらも自治体改革として合併に取り組も
うとしています。
　「従来自治体は、国に目を向け財政援助をお願いしたり、条例をつくる時
だって、国が示すモデル条例を尊重してきた。この合備によって、地域のこ
とをみずからの責任で考えるはじめての経験をする。機関委任事務もなくな
り、国からの財政援助も少なくなるのだから、自分たちが責任を持つ以外に
ない。この自分たちとは、私や、自治体職員、議員だけではなくそこで生活
している住民や企業もだ。どんな提案ができるか、楽しみだ。地域に責任を
もつ、それが自治だ。ようやく日本でも自治が生まれる。」
　今日、明治維新、戦後改革につづく第三の改革としての行政改革が行われて
います。行財政改革と地方分権改革です。市町村合併もその中の一つです。
　ここで提案している市町村合併は、単に規模を大きくするという次元ではあ
りません。また、市町村合併によって、そのことだけで地域生活が向上すると
いうものでもありません。合併の主な目的がまさに財政問題にあるからです。
しかし、合併を自治体改革のよい機会として、慎重に議論し大胆に実行するこ
とができます。
　新しくできる市町村には、どのようなサービス提供が必要か。その場合、ど
のくらいの費用が妥当か。
　地域をよくしていくのは、市町村といった自治体だけではないことを確認す
ることも必要です。自治会・町内会といった地域組織、福祉や環境に積極的に
活動する企業、公的な役割を担おうとするNPO、あるいはこれらを支援する
企業や労働組合、これらが緊張関係を保ちつつ協力しながら地域をよりよくし
ていくわけです。自治体は、もとより「お上」ではありえないし、そうした動
きを支援する場として機能することが期待されています。
　地域住民が自分の政府をつくる作業にかかわるはじめての経験をします。合
餅後に住民の自治を保障する制度を設定できます。たとえば、合併前の役所・
役場を支所、出張所として「ミニ役所」として活用したり、合併前の市町村を
中心に住民参加組織としての地域審議会を設置した沸くり…さまぎまな自治体改革
が可能となります。
　議会や首長が消極的な地域では、住民自身が市町村合併の歯車を回すことが
できます。有権者の2％以上の署名による直接請求です。こうした手法を活用
しつつ、さらには住民投票も想定されます。
　合併によってすべてがバラ色となるわけではありません。財政危機状況を機
会に制度の洗い出しを住民主導で行おうというものです。功罪ともに住民自身
が担おうということです。21世紀の政治と行政は、むしろ住民自身が選択する
ことが重要になってきています。壮大な実験に今私たちが立ち向かう時です。
図　合併の提案ができる住民発議制度（有権者の2％で可能）
（手続きの主な流れ）
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合併





（11年度目以降段階的に縮減）





請求を受けた市町村長から�関係市町村長への意見照会





合併協議会設置の請求





全て議会付議の回答





それぞれの請求内容が同じであることの確認を知事に求める





合併協議会設置の請求�（すべての合併関係市町村で）





議会への付議





全て可決





都道府県知事による決定





合併協議会の設置





関係市町村による申請





総理大臣への届出





関係市町村の議会の議決





都道府県議会の議会の議決





※否決の場合は終了





[１つの市町村から請求する場合]





[すべての合併関係市町村が同時期に同じ内容の請求する場合]





以 上
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